
純 金 積 立 ＆ プ ラ チ ナ 積 立 
タ ー ト ル プ ラ ン 

変 更 届 （ 法 人 ） 
日産証券株式会社 御中 

タートルプラン約款に従って、以下のとおり届出事項の変更を申込みます。 

申込日     年    月    日 

商号・代表者名 

フリガナ 

届
出
印 

 

 

日中のご連絡先                (      ) 

所在地 

(〒     -             )                      ☎      (     ) 

 

■変更する項目に内容をご記入ください。 

 
■注意事項 
・商号・代表者名、所在地を変更される場合には、変更後の商号・代表者名、所在地が記載された本人確認書類いずれか 1 点を併せてご提出ください。 
〈本人確認書類の例〉登記事項証明署・印鑑証明書 ※発行から 6 ヶ月以内のもの（正本） 
・印鑑の変更について 
 ①届出印をお持ちで、印鑑を変更する場合：「届出印」欄には変更前の届出印を、「届出印(新)」欄には新たに届出印とする印鑑を押印ください。 
 ②届出印を紛失し、他の印鑑に変更する場合：「届出印」欄には会社実印を、「届出印 (新 )」欄には新たに届出印とする印鑑を押印し、印鑑証明書（正本）と併せてご提出ください。  
・メールアドレスの登録について、完了後に登録完了メールをお送りいたします。「@nissan-sec.co.jp」のドメインを受信できるよう設定ください。  
・実質的支配者※裏面参照が変更となる場合は本書面でご申告ください。該当する方が複数いる場合は全てご記入ください。 
・取引担当者を変更される場合には、別途、専用用紙「取引担当者届出書」にてお届けください。 

 
 

 
 

 

 

商号・代表者名 

フリガナ 

※必ず本人確認書類を添付してください。 

所在地 

※必ず本人確認書類を添付してください。 

通知先 
(書類送付先) 

(〒     -       )             ☎      (     ) 

メールアドレス 

フリガナ 

 

残高配信  □希望する  □希望しない 

届出印
(新) 

 

メルマガ配信  □希望する  □希望しない 

実
質
的
支
配
者
※ 

人 数 人   

実質的 
支配者① 

氏 名 
(フリガナ) 

生年月日 年   月   日 

住 所 
(〒    -     ) 

実質的 
支配者② 

氏 名 
(フリガナ) 

生年月日 年   月   日 

住 所 
(〒    -     ) 

実質的 
支配者③ 

氏 名 
(フリガナ) 

生年月日 年   月   日 

住 所 
(〒    -     ) 

受付日       年    月    日  入力担当者 担当部署責任者 担当部署担当者 扱店責任者 扱店担当者 

備考        

お客様 
コード 

2025.04 

■現在の届出事項をご記入の上、ご捺印ください。 

(〒     -             )                      ☎      (     ) 

(西暦) 

(西暦) 

(西暦) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実質的支配者について】 

実質的支配者とは、法人の事業経営に支配的な影響力を有すると認められる個人のことを言います。 

どのような方が該当するかについては、法人の性質に従って定められています。 

1．資本多数決法人の場合（株式会社、有限会社、投資法人、特定目的会社等） 

①議決権の50%超を直接・間接的に保有する個人がいる場合 ⇒ 当該個人 

②上記①の該当がない場合で、議決権の25％超を直接・間接的に保有する個人がいる場合 

⇒ 当該個人（事業を支配していないことが明らかな場合は除く） 

③上記①②の該当がない場合で、出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影響を 

有すると認められる個人がいる場合 ⇒ 当該個人 

④上記①②③の該当がない場合、法人を代表し業務を執行する個人 

2．資本多数決法人でない場合（合名会社、合資会社、合同会社、一般社団・財団法人等） 

①収益総額の50％超の配当を受け取る個人がいる場合 ⇒ 当該個人 

②上記①の該当がない場合で、収益総額の25％超の配当を受け取る個人がいる場合 

⇒ 当該個人（事業経営を支配していないことが明らかな場合は除く） 

又は、出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影響を有すると認められる個人が 

いる場合 ⇒ 当該個人 

③上記①②の該当がない場合、法人を代表し業務を執行する個人 


